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This paper analyzes the problems of the Termination of Contract by Death of a Contractor. It focuses many 
cases and studies on the problems of the Termination of Loan for Use. Finally, it discusses the meaning of the 




































































会は、次の原案 606条の修正案が提出されたところで閉会となった。次の第 94回は、原案 606条の修






 ［1］大津地判昭和 30.4.7 下民 6巻 4号 648頁 
  事案 Xは、昭和 9年に本件家屋を購入し、養父Aに（使用貸借で）貸与した。Aは、継続的情交関係を結んでいた
Y を呼び寄せて、本件家屋でカフェーを開業し、AY の子二人と同居した。昭和 20 年に Aが死亡したためカ
フェーの営業は廃止したが、Y等は本件家屋に居住し続けた。昭和 29年に提起した本件訴訟でXは、Yに対
して家屋明渡を訴求した。 
  判旨 請求認容。「Yは、AがXの養父としてXから本件家屋の使用を容認されている限り、Aの使用権限の範囲内
においてその補助者としてこれが使用を X に対抗し得るに止まり…すでに A が死亡した後にあっては、もは
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 ［3］東京地判昭和 39.5.25 下民 15巻 5号 1144頁 
事案 Aは、孫娘二人BCをD学園女子中学に入学させ、その薫陶を受けることをDの理事長Xに依頼し、昭和 27
年 4 月より自宅のある大磯から新宿区にある D 学園に通学させ、D 学園のために陰に陽に協力的態度を惜し
まなかった。その後Aは、XからD学園の学校建設用地の一部を無償で貸与する旨の申出を受けて、昭和 28
年 9月頃に「学校建設に支障がある場合には退去する」条件で本件土地を借り受け、通学用宿舎である本件家
屋を建設し始めたが、建設途中で Aは死亡し、Aの子 Y（BC の父）が建設を継続して昭和 29 年 5 月に完成
し、BCは居住を始めた。昭和 30年 3月にBCはD学園を卒業し、米国留学のために本件家屋を去った。昭和
31年に提起した本件訴訟で、XはYに対して建物収去・土地明渡を訴求した。 










 本件建物の建設開始から BC の卒業まで１年６ヶ月しかなく、実際の居住期間は約半年である。Y
の主張によれば建設費用は 330万円であり、Xからの 250万円での買取申出をYが拒否したようであ
る。使用貸借成立の原因がA 個人のD学園に対する「協力的態度」にあり、土地が学校建設用地であ
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許していた。昭和 22 年に Aが死亡しYが相続して本件土地の使用関係を承継した。昭和 31 年に提起した本























 ［6］最判昭和 47.7.18家月 25巻 4号 36頁 
事案 戸主 Aは、昭和 9 年に夫 B 所有の土地上に本件建物を建築して所有し、夫と共に居住していた。Aは昭和
20 年 1 月に隠居し、長男X が家督相続により本件建物の所有権を取得した。ところが、Aは、本件建物（お
よび「借地権」）を長女Yに贈与する旨の遺言を残して昭和 35年に死亡した。Yは、本件建物につき遺贈を
原因とする所有権移転登記を経由した。詳細不明であるが、土地所有権を取得したと思われる X が、Y に対
する本件訴訟において、①本件建物の所有権を争うとともに、②予備的請求として建物収去・土地明渡を訴求



















 ［7］大阪高判昭 55.1.30判タ 414号 95頁 
事案 明治 41年頃に土地所有者Aの懇望により使用貸借契約が成立し、貸主Aの土地上に借主Bは本件建物を建
てた。その後 B が死亡して C がその相続人となり、他方、昭和 15 年に Aが隠居して Dがその相続人となっ
た。昭和 29年にCが死亡し、遺産分割協議の結果、Yが本件建物を取得して現在まで居住している（建物の
所有権・占有がB→C→Yと移転）。Yは、「土地の使用の謝礼等」の意味で年二斗の米をD方に持参した。











 本件「土地は B が A から使用貸借により借り受け、ついで C、Y が順次その使用借権を相続して、A の相
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 ［8］東京地判昭 56.3.12判時 1016号 76頁 
事案 Aは、本件宅地を含む本件土地をBから賃借して弟Cと工場を経営していたが、昭和 25年に、一緒に工場
経営に携わっていた A の長男 Dのために本件土地を B から買い受けた。昭和 25 年に C は本件宅地を、自己
及び家族の居住用建物を所有する目的で、D から使用貸借により借り受け、昭和 27 年頃に本件建物を建てて
家族と居住していた。ところが、昭和 29 年に D は、工場の X に対する金銭債務(600 万円）の支払に代えて
本件土地を買戻特約付きでXに譲渡し、昭和 31年に買戻期間経過により、本件土地の所有権は確定的にXに
帰属した。昭和 36年にCが死亡し、Cの妻E・子Y等（計 7人）が相続人となった。その後本件建物には、









































より一旦終了すべきところ、その後も、A を相続した Y らが本件建物を存置、所有することにX が異議を述
べなかったと認められるから、引続き前同様の使用貸借関係が X と Y らとの間に黙示的に生じたものと解す
べきである。」 
 Y自身は本件建物を直接に使用したことがなく、建物が古く「相当傷みがはげしいことが認められ…Yらの
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貸借の終了原因の存否について。…本件土地の借主 A が死亡した…から、特段の事情がない限り、民法 599






























判旨 明渡請求認容。昭和 24 年の移築後の本件建物の利用関係は、XD 間の使用貸借である。①D が B を辞めた





が必要と認められる事情の存する限り、民法 599 条の規定にかかわらず、右使用貸借契約は D の死亡によっ





 ③本件建物の使用貸借は「ほぼ 40年を経過することになった。そして、Yは 39歳になり妻帯し、会社員と
して稼働して、本件建物に母のCとともに居住していることが認められる。一方、Xは既に 70歳を越してお
り、体力的にもBの営業を続けて行くことが困難になっていることが認められる。 












 ［13］東京地判平成 5.9.14 判タ 870号 208 
事案 昭和 21 年に本件土地（甲）の払下げを受けるに当たり、A は、資金は自身が支出するものの、将来の相続
税を考慮して、跡取りとなる長男X（17歳）に贈与する意図でX名義で払い下げを受けてその登記を経由し、
X も贈与を受諾した。その後 Aは、特に X に承諾を求めることもなく、妻 B と本件土地上で農業を営み、A


























 ②第二事件。Xが昭和 32年 4月にY２製作所を創業し、乙土地上に本件工場を建築するに当たり、Aは、長
男である X に対して、親子の情宜から本件乙土地を無償で使用することを認めたものと推認するのが相当で
あり、少なくともそのころ、A と X との間で乙土地に関する使用貸借契約が成立したものと認められ、また



























たので、X の承諾を得て建物を取り壊し、1500 万円の費用を投じて同じ敷地（本件土地：46 平米）上に木造
二階建ての本件建物を建てて家族と共に居住し、保存登記を経由した。 






























 ［15］東京高判平 13.4.18 判時 1754号 79頁、判タ 1088 号 211頁  




 原審で Y 等は、①本件建物を C が A から代物弁済により取得したこと、②AC 間の賃貸借または使用貸借


























 ［16］東京高判平 25.9.27 判タ 1393号 170頁 




ヶ月以内に期日指定の申立がないときは、訴え取下げが擬制される）。しかしその後 A が死亡し、A の相続















 小括  599 条に関する判決を一覧表にした７。ここに整理した 16 件の判決は、すべて不動産の使
用貸借の事案である。建物の使用貸借が 4件（［1］［2］［12］［15］）、土地（墓地を含む）の使
用貸借が 12件（［3］［4］［5］［6］［7］［8］［9］［10］［11］［13］［14］［16］）である。 







元貸主 元借主 現貸主 現借主 目的不動産 使用目的 
1  大津地判 
昭和 30.4.7 





会社経営者 従業員 貸主の相続人 借主の妻 建物 居住 












借主の継承者 土地（墓地） 墳墓 
5 〇大阪地判昭
和 40.4.24 














他人 貸主の孫 借主の孫 土地 建物建築・居住 







9  神戸地判 
昭和 60.7.31 







親族の孫 祖母の親族 貸主 借主の相続人 土地 建物所有（家賃収入
か） 




貸主（子）の夫 父の愛人と子 土地 建物所有・居住 






貸主 借主の子 建物 店舗兼従業員宿舎 











14  東京地判 
平成 7.10.27 
妻の兄 妹の夫 貸主（兄） 借主の妻（貸主
の妹） 
土地 建物所有・居住 


















契約時 死亡時 紛争時 死亡 明渡 判示内容 
1 昭和 9 昭和 20 昭和 29 終了 〇 死亡後は、居住を正当とする理由はなくなった。 





昭和 31   〇 死亡後の使用の継続を貸主が黙認したから、契約が継続された。しか
し、その目的は達成された。 
4 明治 35   昭和 33 継続 × 墳墓の性質から、599条の適用を廃除する特約が存すると解すべきで
ある。 
5 明治 45 昭和 22 昭和 31 継続 〇 水道が整備されて必要性がなくなった。（借主の死亡は問題になって
いない。） 








7 明治 41 2代：不明､
昭和 29 
昭和 41 継続 × 建物所有のための土地の使用貸借の終期は建物使用の終期である
から、599条は適用されない。 
8 昭和 25 昭和 36 昭和 52 継続 × 建物所有のための土地の使用貸借は、建物の使用収益の必要があ
る限り存続する。任意規定である 599条は適用されない。 
9 大正 2 昭和 58 昭和 59 終了 〇 使用貸借だから、599条により効力を失った。 






11 昭和 22 昭和 53 昭和 58 終了 〇 ①借主の死亡により終了した。②現占有者と貸主との間に信頼関係
はないから、使用貸借は成立しない。③建物老朽化により使用収益期
間を経過した。 
12 昭和 24 昭和 49 （昭和 62） 継続 〇 妹家族の居住を確保する配慮によるから、借主死亡時には終了して
いない。その後に必要性がなくなり、使用収益期間経過により終了し
た。 
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（平成 2） 継続 × 建物所有を目的とする土地の使用貸借は、借主の死亡により当然に
は終了しない。 
14 昭和 38、45 平成 3 平成 4 継続 〇 建物所有を目的とする土地の使用貸借には599条は適用されない。し
かし、使用者Yと所有者Xの状況から、使用収益をなすべき期間は経
過した。 
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